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5年後のビジョン達成に向けた
本年度（1年目）の検討の実施方針

５年後のビジョン

資料4
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５年後までのロードマップ本年度実施範囲

北海道ブロックにおける4つの観点から、平時の備えや発
災時の対応強化の観点から５年後のビジョンが設定され、
その実現のための５年後までのロードマップが策定された。
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「計画策定」に関する検討

北海道ブロック行動計画策定（平成29年3月）以降の動向

 関連計画の改定状況などについての点検・確認・見直し
 道内の地域特性を踏まえた災害（主に水害）から得られた知見の反映

が求められている

関連する事柄 年度

災害廃棄物対策指針（改訂版） 平成30年3月改定
（令和元年5月に資料編改定）

北海道災害廃棄物処理計画 平成30年3月策定

北海道胆振東部地震 平成30年9月発生

気候変動適応法 平成30年12月施行

九州豪雨災害 令和2年7月発生

令和２年度国勢調査 令和3年6月公表

技術資料・参考資料 ○○年改定予定
※国の動向 道内の動向

北海道ブロック行動計画

○行動計画の点検・見直し、
検討項目抽出
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○ブロック行動計画の見直し方針
 チェックリスト方式を採用し、その見直す事項や改定後の表記例、抽

出した根拠や課題などを整理

ページ
数

対象箇所 改定後の表記 抽出した根拠 課題

7 図3-2-1
の出典

北海道災害廃
棄物処理計画
より引用

北海道災害廃
棄物処理計画
公表のため

図は見づらい
ので差し替え
の必要あり。

11 ・・ ・・・ ・・・ ・・・

チェックリスト（例）

北海道ブロック行動計画

○行動計画の点検・見直し、
検討項目抽出「計画策定」に関する検討
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（参考）他ブロックでの行動計画の見直し事例

〇関東ブロック（行動計画【第三版】…2021年3月）
（ 【第二版】2018年3月策定 ）

 「第４章 関東ブロックにおける連携体制の構築」に、防衛省・自衛隊と
の連携は「災害廃棄物の撤去等に係る連携対応マニュアル（令和2年
8月）」を基に実施することを明記。

〇近畿ブロック（行動計画【第３版】（素案）…現在見直し中）
（ 【第２版】2019年7月策定 ）

 「２．災害廃棄物処理体制の確立」に、情報共有に際しオンライン会議
システムを積極的に活用する旨を追記。

〇中部ブロック（行動計画【第二版一部修正（2回目）】…2021年4月）
（【第二版一部修正（1回目）】2019年2月策定 ）

 行動計画の改定の際に、災害廃棄物対策に関する経験、被災自治
体・支援自治体の意見を踏まえることを明記。
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○北海道内市町村の災害廃棄物処理計画策定状況

現在
（令和3年3月末時点）

市町村の
計画策定の促進

策定率目標

30/179
(17%)

36/179
(20%)

災害廃棄物処理計画
策定支援事業について
○目的

北海道ブロック自治体の災害廃棄物処理計画策定率の向上

○実施内容・検討内容

内容

項目 勉強会 １回 ワークショップ 3回

時間 概ね2時間以上 概ね3時間以上

対象
振興局担当者、自治体担当者
（対象振興局：宗谷、後志、オホーツク、留萌、日高、胆振）

形式
座学

（対面orリモート）
座学＋グループ討論
（対面orリモート）

市町村災害廃棄物処理計画

●市町村の計画策定の促進
（策定率目標:20%、36市町村）
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災害廃棄物処理計画策定支援事業について
○実施状況

年度 事業数 自治体数 振興局・自治体名

平成
29年度

10 22

南部桧山衛生処理組合（5自治体）、北部桧山衛生セン
ター組合（2自治体）、苫小牧市、釧路市、西いぶり広域
連合（5自治体）、斜里町、倶知安町、旭川市、帯広市、
芽室町

平成
30年度

6 10 小樽市、北見市、恵庭市、登別市・白老町、本別町・足
寄町・陸別町、厚岸町

平成
31年度

4 12 森町・鹿部町、稚内市、音更町、
釧路総合振興局（8自治体）

令和
2年度

5 82

空知総合振興局（24自治体）
渡島総合振興局（11自治体）
上川総合振興局（23自治体）
十勝総合振興局（19自治体）
根室振興局（5自治体）

令和
3年度

6 76

宗谷総合振興局（10自治体）
後志総合振興局（20自治体）
オホーツク総合振興局（20自治体）
留萌振興局（8自治体）
日高振興局（7自治体）
胆振総合振興局（11自治体）

※「日胆地区」として同時開催
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災害廃棄物処理計画策定支援事業について
○ワークシート（北海道版）について

 市町村が特に検討しなければならない箇所

を明示している。

 ｢北海道災害廃棄物処理計画(平成 30 年3 
月策定)｣と整合がとられている。

 振興局との連携について記載されている。

 基礎的数値の推計方法は、各市町村の状

況に合わせて採用できるよう、複数示されて

いる。

 北海道特有の事項が記載されている。

 必要事項を記入すれば、災害廃棄物処理

計画素案が完成する仕様となっている。

自治体に北海道版ワークシート（word）を提供

⇒勉強会・ワークショップを通じてワークシート（=骨子案）を作成
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災害廃棄物処理計画策定支援事業について
○ワークシート（北海道版）について

・・・特に自治体で加筆・修正が必要な項目は赤字
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災害廃棄物処理計画策定支援事業について
○ワークシート（北海道版）について

自治体の実情に合わせて修正
推計の必要な項目については

計算シートを用意
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災害廃棄物処理計画策定支援事業について
○研修概要 （○：座学、●：グループ討議）

振興局 宗谷 後志 オホーツク 留萌 日胆地区

勉強会

R3.10月（予定） R3.10月（予定）

○災害廃棄物処理計画の重要性について
○災害廃棄物処理計画とは
○近年の災害の特徴
○ワークショップの目的
○ワークシートについて

第1回
ワーク
ショップ

R3.10月（予定） R3.10月（予定）

○平時の備え
○初動
○仮置場の設置・運営・管理

●初動対応について

第2回
ワーク
ショップ

R3.11月（予定） R3.11月（予定）

○行政や民間との連携
○情報収集・集約・発信
○片付けごみ等の排出

●仮置場
●行政や民間との連携

第3回
ワーク
ショップ

R3.12月（予定） R4.1月（予定）

○広域処理を含む処理先の確保
○廃棄物処理施設の被災
○補助金等

●平時の備え
●廃棄物処理の地域特性
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「人材育成」に関する検討
人材育成

（学習段階初期）

○座学、ワークショップ等
による基礎知識習得

（各地域）

○振興局職員向け研修会（講義・ワークショップ形式）
 対象：道振興局及び本庁職員35名程度
 内容：災害廃棄物処理に係る初歩的な知識
 会場：リモート開催
 時期：令和3年11月～令和4年3月上旬の間に1回開催

○全道自治体職員向け勉強会（セミナー形式）
 対象：道内全市町村、一部事務組合、道本庁・振興局の災害廃棄物

担当職員
 内容：「初動対応と平時の備え」「災害廃棄物の処理について」

「災害廃棄物処理事業補助金」「ブロック協議会の取り組み等
について」などのカリキュラムを想定

 会場：リモート開催
 時期：令和4年1月～令和4年3月上旬の間に1回開催
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人材育成
（学習段階中～後期）

○ワークショップ（協議会
構成員等）※図上演習の
要素を取り入れる

「人材育成」に関する検討
○協議会構成員向けワークショップ

 対象：協議会構成員及び随行者並びに災害廃棄物処理に
関係する機関等

 内容：災害廃棄物処理に係る初歩的な知識
 会場：リモート開催（2回目は感染拡大状況を鑑みて対面開催を検討）
 時期：1回目 令和3年9月29日（木）

・・・「初動対応」と「平時の備え」
詳しくは本日午後に説明・実施

2回目 令和4年2月頃
・・・「仮置場の選定・開設・運用」（変更の可能性あり）
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「相互連携」に関する検討
相互連携

○相互連携のための定量的
検討等の項目抽出

○相互連携のための定量的検討項目の抽出
・災害廃棄物量（推計） ・し尿の量

・仮置場面積 ・廃棄物処理能力

 震災時における上記4項目の値を整理
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「相互連携」に関する検討
相互連携

○個別協定等の相互連携に
関する調査、課題整理

○個別協定等の相互連携関する調査と課題の整理
 自治体等の個別協定に関する調査

…自治体の地域防災計画、災害廃棄物処理計画より抽出・整理し、
災害廃棄物処理担当者（災害対応担当者）へアンケート調査を実施

 現状分析と課題の抽出
…自治体の協定の締結状況を初動、復旧のフェイズごとに整理

 北海道における地域特性や行政における一般的な特性を踏まえて
考察を行い、相互連携に関する課題の解決方針を検討する

Ex.連合内で異なる自治体が同一の業者と協定を結んでいるが、建設業者が少ない
ことが理由と思われる。したがって、一方の自治体において重機数が充足できない
事態に備え、災害時の協力依頼先に順位をつける等の方策が必要である
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「協議会構成員と役割」
に関する検討

 現在の構成員のうち市
町村にあっては、人口上
位11位の自治体により
構成されており、中小市
町村は協議会の存在す
ら認知していないと考え
られる。

 従前の協議会の継続性
を維持しながら、全ての
市町村が何らかの形で
参画できるような制度設
計が求められている。

協議会構成員と役割

○他ブロックの協議会構成員、役割、
会議運営に関する情報収集・整理

○道内の会議運営に関する情報収集
・整理

道内の振興局の人口（平成27年3月時点）

出典：第3回「大規模災害時廃棄物対策
北海道ブロック連絡会」資料
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「協議会構成員と役割」
に関する検討

協議会構成員と役割

○他ブロックの協議会構成員、役割、
会議運営に関する情報収集・整理

○道内の会議運営に関する情報収集
・整理

出典：環境省
災害廃棄物情報サイト

○今後の運営方針の
検討に資する
情報収集・整理

 国内の他の7ブロックの
協議会を対象に情報収
集を行う。
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「協議会構成員と役割」
に関する検討
○構成員（案）の検討
 前回までの協議会で「振興

局が被災自治体を支援する
ことを考慮すると、振興局の
単位が実態に合っている」と
の意見が挙がっている

 災害時の振興局の役割を明
確にするため、市町村だけ
でなく、振興局も協議会の構
成の検討対象とする。

 従前どおり中央にだけ協議
会を設置する場合だけでなく
地域分科会を設ける場合に
ついても検討する。

協議会構成員と役割

○他ブロックの協議会構成員、役割、
会議運営に関する情報収集・整理

○道内の会議運営に関する情報収集
・整理

図 道内の14の振興局

出典：北海道HP
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（参考）地域の区分例①

地勢による4区分

道南

道央

道北

道東

○地勢
 振興局を基準とした区分であり、「道央」「道南」「道北」「道東」の4地域に

区分される。
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今後30年以内に「震度６弱」以上の地

震が発生する予測地図
出典：J-SHIS 地震ハザードステーション

（参考）地域の区分例②

北海道6圏域

○経済圏
 北海道総合開発計画におけ

る、恵まれた資源の活用や
各地域の特性を生かした主
体的な経済社会活動を展開
する観点による区分

○災害の被害履歴や今後の発生確率
 道内の振興局をこれまでの大規模災害

の被災履歴や、今後の大規模災害の
発生確率に基づいて区分

 自治体の地域防災計画等で想定され
た災害の被害規模等も考慮

出典：国土交通省 資料

函館

札幌

旭川

帯広 釧路

網走



21出典：陸上自衛隊北部方面隊HP
道内の駐屯地位置

●司令部所在駐屯地
●駐屯地●分屯地

北海道の交通網 出典：北海道HP

○交通網
 近年の災害の大規模化傾向を踏

まえると、道外との連携を視野に
入れる必要がある

 道内外の物流を利用した廃棄物
の処理を行うことを想定し、その枠
組みに所属する自治体ごとに区分

（参考）地域の区分例③
○陸上自衛隊の駐屯地の分布
 「災害廃棄物の撤去等に係る連携

対応マニュアル（令和2年8月）」では
自衛隊は応急対策として支援する
こととしており、中長期的な支援を
保証するものではない

 被災直後に自治体が自衛隊と連携
をとりやすい位置にあるかが重要
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（参考）地域の区分例④
○近畿ブロックの構成員

 浮動枠を設け、多くの自治体の参加を促す
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